
事業番号 - - -

（ ）
事業名

科学技術イノベーション政策における政策のための科学の推
進 担当部局庁 科学技術・学術政策局 作成責任者

事業開始年度 平成23年度
事業終了

（予定）年度
令和7年度 担当課室

2022 文科 21 0198

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

客観的根拠（エビデンス）に基づいた合理的なプロセスによる科学技術イノベーション政策の形成の実現を目指し、科学技術イノベーション政策における「政策
のための科学」に関する体制、基盤の整備、研究の推進、人材の育成を行う。

研究開発戦略課
研究開発戦略課長　神谷考
司

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月閣議
決定）

翌年度へ繰越し - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 571.6 555.3 603.5 447.8 447.9

補正予算 -

- - - -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

①事業全体の方向性等について議論し、文部科学省に対して助言するアドバイザリー委員会を文部科学省に設置する等の「政策のための科学」推進体制の
整備。
②科学技術・イノベーション政策形成及び調査・分析・研究に活用するデータ等を体系的かつ継続的に蓄積していくためのデータ・情報基盤の構築。
③大学院を中核とした国際的水準の基盤的研究・人材育成拠点の構築を通じた研究・人材育成の推進。(定額補助）
④経済的・社会的影響分析を盛り込んだ選択可能な政策オプションの立案等を通じた政策形成実践の推進。

実施方法 直接実施、委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 556 540.9 579.6

計 571.6 555.3 603.5 447.8 447.9

予備費等 - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

政策立案人材育成等拠点
形成事業費補助金

416.1 416.1

非常勤職員手当

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

97% 97% 96%

執行率（％） 97% 97% 96%

庁費 1.5 1.5

その他 2.2 2.2

13.5 13.6

科学技術総合研究委託費 12.9令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 447.8 447.9

活動内容
（アクティビ

ティ）

大学院を対象に補助金を交付し、基盤的研究・人材育成拠点の構築を通じて研究・人材育成を推進する。

「政策のための科学」に関
心を持つ人材の増加

基盤的研究・人材育成拠点
におけるプログラム新規受
講者数
※当初見込みは直近３か
年の平均値

活動実績 人 173 210

-

客観的根拠（エビデンス）に
基づく政策形成の予算・評
価の反映及び政策形成に
携わる人材の育成（目標年
度：毎年度）

基盤的研究・人材育成拠点
におけるプログラム修了者
数

成果実績 人 39 53

達成度 ％ 78

12.9

諸謝金 1.7 1.7

年度

50 50 50

基盤的研究・人材育成拠点に対する補助金交付額／新
規受講者数

2 2.2 2.3 2.1

計算式

218 - -

当初見込み 人 151 150 175 200 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円/人

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

492/218 416/200

4 年度 -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

百万円/人 347/173 457/210

中間目標 目標最終年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

54 - -

目標値 人 50

106 108 - -



7-2　様々な社会課題を解決するための総合知の
活用

-

活動内容
（アクティビ

ティ）

科学技術・学術政策研究所に対して支出委任を行い、科学技術・イノベーション政策形成及び調査・分析・研究に活用するデータ等を体系的か
つ継続的に蓄積していくためのデータ・情報基盤を構築する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

令和3年度 4年度活動見込

当初見込み 回 11 11 11 - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

科学技術・イノベーション政
策形成及び調査・分析・研
究に活用するデータ等を体
系的かつ継続的に蓄積し
ていくためのデータ・情報
基盤の構築

データ・情報基盤として開
発したデータのリリース回
数（令和４年度以降は科学
技術・学術政策研究所の予
算で実施。）

活動実績 回 11 10

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

回 4 4

10 - -

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
事業実施大学に対する聞き取り調査による。

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

-

計算式 千円/回 68,981/11 67,699/10 79,718/10 -
　支出委任額（千円）　／　データのリリース回数

単位当たり
コスト 千円/回 6,271 6,770 7,972

4 - -

目標値 4 - -

構築したデータ等が科学技
術・イノベーション政策形成
及び調査・分析・研究に活
用される

データ・情報基盤として開
発したデータのダウンロー
ド回数（令和４年度以降は
科学技術・学術政策研究所

        の予算で実施。）
        達成度 ％ 120 100 100 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
科学技術・学術政策研究所調べ

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kanseisk02-000019646_7-
2.pdf

該当箇所 p.2

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策                                            7　Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策

施策

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
客観的根拠に基づき、合理的なプロセスにより政策を形成す
ることが求められており、これを実現することを目的としてい
るため、ニーズを反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
客観的根拠に基づき政策形成を進めることは国が責任を持
ち行う必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

科学技術・イノベーションの創出機能と社会の関係の強化に
向け、経済・社会の状況を多面的に分析・把握し、客観的根
拠に基づき政策形成を進めることが求められており、その実
現を目指す事業として重要度は高い。

成果実績 回 6 4



事業名事業番号

外部有識者の所見

「政策のための科学」という用語が「政策【実現】のためにエビデンスに基づいた研究を行う」という趣旨なのか「根拠に基づいて政策を【立案する】方法論」なのか
明確となるよう、事業の目的及び事業概要を整理していただきたい。
また、支出先の選定については、競争性の確保に向け検証等が行われているものの、１者応札が多いことから、今後の対策について一層の工夫が必要である。

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

外部有識者の所見にあるとおり、一者応札が多く見受けられることから、説明会参加業者等への聴取や仕様の見直しなど実効性のある対策につ
いて引き続き検討が必要である。また、事業目的や概要についても国民にわかりやすく記載いただくよう改めて整理いただきたい。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
事業実施にあたっては、基盤的研究・人材育成拠点整備事業については公募、調査委託事業については一般競争入札により、支出先を選定
するとともに、経費についても必要なものに厳選しており、適切に事業を実施している。

改善の
方向性

経済・社会を取り巻く状況が大きく変化している中で、経済・社会の状況を多面的に分析・把握し、客観的根拠に基づき政策形成を進めることが
求められていることから、国が必要な体制の整備、基盤の構築、研究の推進、人材の育成を行うことは重要である。事業実施にあたっては拠
点における教育カリキュラムや調査委託事業等の適切な実施を行っている。
またR3年度の外部有識者による中間評価結果を踏まえ、関係機関の連携強化などを含んだ予算の見直しや内容の精査による縮減を行った。
以上を踏まえつつ、今後も引き続き効率的に本事業を実施する。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 基盤的研究・人材育成拠点整備事業については公募、調査
委託事業については一般競争入札により、適切に支出先を
選定しているが、R3年度では公告が遅れたことによる業者
の作業時間の短さから対応可能な業者が一者となったた
め、次年度以降は公告の時期を早めるといった配慮を行う。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
補助金の交付決定に当たっては、事前に事業計画に対応し
た経費内訳書を提出させ、精査している。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

補助金の交付決定に当たっては、事前に事業計画に対応し
た経費内訳書を提出させ、精査している。また、資金の使途
等については、実績報告書の検査や実地検査を行い、本事
業の目的に即して支出されていることを確認し、適正を期し
ている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

○
客観的根拠に基づく政策形成を進めることは国が責任を持
ち行う必要があり、このための事業を国の負担で行うもので
ある。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
予算の見直しを行っており、受講者数も当初見込み程度と
なっていることから、妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○ 事業の目的に照らし、合理的な支出となっている。

本事業により得られた成果は、ホームページで広く一般に公
開され、科学技術・イノベーション白書の内容に使用されるな
ど、活用されている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
政策形成に携わる人材が育成されつつあり、成果目標に見
合った実績となっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
成果物（報告書等）についてホームページに掲載することに
より冊子配付より広範囲に低コストで情報提供を行うことが
できている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ おおむね当初見込み程度の受講者数となっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

執
行
等
改
善

本事業は科学としての「科学技術イノベーション政策のための科学」の深化と、客観的根拠に基づく政策形成の実現に向けた「政策形成プロセス」
の進化を車の両輪として推進しており、「実現」のための研究と「立案」のための方法論のいずれかではなく両方を推進するものであり、これまでも
その両者を含めて「政策の形成」としているため、事業の目的及び事業概要では現状のように記載したい。
また、一者応札については、これまでも公告期間の十分な確保等、契約の競争性、公平性、透明性の確保に関する取組を行っているところだが、
令和4年度以降も同様の取組を継続するとともに、仕様書や公告期間の見直し等を行い、契約の競争性、公平性、透明性の更なる向上を図る。



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成24年度 213

平成25年度 202

備考

科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」推進事業（SciREX事業） ：文部科学省 (mext.go.jp)
https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/kihon/1348022.htm

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 新23-0032

平成30年度 196

令和元年度

平成28年度 189

平成29年度 197

平成26年度 198

平成27年度 189

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0191

02042021 文科 20

文部科学省 0187

文部科学省

579.6百万円

A. 科学技術・学術

政策研究所

62.9百万円

B. 大学
（全6機関）

491.9百万円

非常勤職員手当 13.1百万円
諸謝金 1.0百万円
職員旅費 0.3百万円
庁費 0.4百万円

を含むアドバイザリー委員会の設置等科学
技術イノベーション政策における「政
策のための科学」推進体制の整備

国際的な研究・人材
育成拠点として「政
策のための科学」分
野における研究・人
材育成の推進

調査・分析・研究に活用する
統計データ等を体系的かつ
継続的に蓄積するデータ・情
報基盤の構築、統計・指標
に関する中核的機能及び体
制の強化

科学技術イノベー
ション政策におけ
る「政策のための
科学」推進事業に
係る調査分析

C.民間企業
（全１社）
9.9百万円

委託【一般競争契約（総合評価）】

非常勤職員手当 5.6百万円
職員旅費 0百万円
委員等旅費 0.1百万円
諸謝金 0.4百万円を含む

【一般競争契約（最低価格）】委託【一般競争契約（総合評価）】

F 民間企業（全10社）

11.1百万円

E.  民間企業（全１社）

2.3百万円

D.  民間企業（全5社）
43.4百万円

データ・情報基盤に関する
データの体系的な整備のため
の情報処理やデータベース整
備等を実施

データ・情報基盤に関するデータ
の体系的な整備に係るサーバー
の購入

データ・情報基盤に関
するデータの体系的な
整備に係るデータ整備
作業等を実施

【随意契約（少額等）】



支出先上位１０者リスト

A.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.科学技術・学術政策研究所 B.国立大学法人政策研究大学院大学

費　目 使　途

非常勤職員手
当

非常勤職員給与 5.6 設備備品費 設備・備品等購入 2

庁費 雑役務費、印刷製本費等 10.7 事業実施費
委託費、消耗品費、諸謝金、外国旅費、雑
役務費等

72.6

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
科学技術調査
資料作成委託
費

関連データの調査・整備 43.4 人件費 事業担当職員、補助者、法定福利費 162.4

その他 委員等旅費、職員旅費、謝金 0.5

情報処理業務
庁費

データベース作成費 2.7

C.公益財団法人　未来工学研究所 D.一般社団法人興論科学協会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 62.9 計 237

一般管理費 上記経費×9.4% 0.9 一般管理費 上記経費×10％ 1

業務実施費 諸謝金、印刷製本費、国内旅費、消耗品費 1.3 業務実施費
雑役務費、通信運搬費、印刷製本費、国内
旅費、消耗品費

3

人件費 業務担当職員、補助者 7.7 人件費 業務担当職員・補助者 7.1

E. 新日本エンジニアリング株式会社 F.  ELSEYIER　B.　V.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 9.9 計 11.1

備品費 データ処理サーバ・ファイルサーバ 2.3 雑役務費
スコーパスカスタムデータの更新作業（2021
年分）

8.8

計 2.3 計 8.8

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
科学技術・学術政策
研究所

-

政策のための科学の推進
に向けたデータ・情報に関
する中核機能の強化(支出
委任）

62.9 その他 - - -



B

C

D

E

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立大学法人政策
研究大学院大学

5010405004953

国際的な研究・人材育成拠
点として「政策のための科
学」分野における研究・人
材育成の推進

237 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

- - -

4
国立大学法人一橋
大学

9012405001282

国際的な研究・人材育成拠
点として「政策のための科
学」分野における研究・人
材育成の推進

48 補助金等交付 -

3
国立大学法人九州
大学

3290005003743

国際的な研究・人材育成拠
点として「政策のための科
学」分野における研究・人
材育成の推進

62.5 補助金等交付

-

2
国立大学法人東京
大学

5010005007398

国際的な研究・人材育成拠
点として「政策のための科
学」分野における研究・人
材育成の推進

74.1 補助金等交付 - - -

-

6
国立大学法人京都
大学

3130005005532

国際的な研究・人材育成拠
点として「政策のための科
学」分野における研究・人
材育成の推進

30.1 補助金等交付 - - -

- -

5
国立大学法人大阪
大学

4120905002554

国際的な研究・人材育成拠
点として「政策のための科
学」分野における研究・人
材育成の推進

40.2 補助金等交付 - -

81.7％ -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人未来
工学研究所

4010605000134

科学技術イノベーション政
策における「政策のための
科学」推進事業における人
材・研究基盤プラットフォー
ムの構築に係る調査

9.9
一般競争契約
（総合評価）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

93.3％

3
株式会社バイオイン
パクト

1011101048488
大学下部組織に関する基
本的情報の調査

5
一般競争契約
（総合評価）

1 77.2％

2 99.9％

2 リアクトン株式会社 1010001166879
大学・公的研究機関データ
整備2021　委託費

9.1
一般競争契約
（総合評価）

1

1
一般社団法人輿論
科学協会

9011005000067
科学技術システムの状況
の時系列観測の実施と応
用　NISTEP定点調査2021

11.1
一般競争契約
（総合評価）

1 93.7％

6
株式会社インテージ
リサーチ

6012701004917
「2021年度修士課程在籍者
調査等」

6.6
一般競争契約
（総合評価）

1

5
ＶＡＬＵＥＮＥＸ株式会
社

3010001125817
2021年産業の研究開発に
関する基盤的なデータ整備

7.5
一般競争契約
（総合評価）

4
株式会社バイオイン
パクト

1011101048488

政府の科学技術基本政策
文書と科学技術白書等に
基づくデータ情報基盤構築
委託

3.9
一般競争契約
（総合評価）

1 90.9％

83.3％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
新日本エンジニアリ
ング株式会社

6013401004422
データ処理サーバー・ファ
イルサーバ調達

2.3
一般競争契約
（最低価格）

3 94.5％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率



F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

2 リアクトン株式会社 1010001166879
論文書誌データの機関名
等の固定

0.9
随意契約
（少額）

- -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 Ｅｌｓｅｖｉｅｒ　Ｂ．Ｖ． 8700150067835
スコーパスカスタムデータ
の更新作業（2021年分）

8.8
随意契約
（公募）

- -

-

5
株式会社ブルーホッ
プ

6010001056290 報告書印刷 0.1
随意契約
（少額）

- -

- -

4
株式会社ブルーホッ
プ

6010001056290
印刷および関連報告書等
の発送業務

0.2
随意契約
（少額）

-

3
株式会社日立システ
ムズ

6010701025710 特許検索システ利用料 0.4
随意契約
（少額）

- -

8
一般社団法人中央
調査社

9010005018193 研究者情報リストの作成 0.2
随意契約
（少額）

-

7
株式会社ブルーホッ
プ

6010001056290 報告書印刷 0
随意契約
（少額）

6
株式会社ブルーホッ
プ

6010001056290 報告書印刷 0.1
随意契約
（少額）

- -

10 株式会社總北海 5450001001666 封筒印刷 0
随意契約
（少額）

- -

-

9 株式会社總北海 5450001001666 報告書発送 0.2
随意契約
（少額）

- -

-

13 ヤトロ電子株式会社 8050001016181 事務消耗品 0
随意契約
（少額）

- -

- -

12
研究・イノベーション
学会

学会参加費 0
随意契約
（少額）

-

11 ヤマノ印刷株式会社 2010001031248 封筒印刷 0
随意契約
（少額）

14
株式会社ヤマダホー
ルディングス

4070001011201 事務消耗品 0
随意契約
（少額）

- -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1


